
契 約 書 

 

一般財団法人新潟県地域医療推進機構 魚沼基幹病院（以下「甲」という｡）と○○○○○株式会社

（以下「乙」という｡）とは、次の条項により契約（以下「本契約」という｡）を締結する。 

 

（目的及び内容）  

第１条 甲は、次に掲げる業務（以下「業務」という。）を乙に委託し、乙はこれを受託する。 

業務名称 
一般財団法人新潟県地域医療推進機構 魚沼基幹病院 

入院セット・おむつセット運営業務委託 

業務内容 
別記２「一般財団法人新潟県地域医療推進機構 魚沼基幹病院 

入院セット・おむつセット運営業務委託仕様書」のとおり 

実施場所 
一般財団法人新潟県地域医療推進機構 魚沼基幹病院 

（南魚沼市浦佐4132番地） 
 
２ 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

３ 乙は、運営場所が医療機関内であることを常に考慮し、適正に使用するよう留意しなければなら

ない。 

 

（契約期間） 

第２条 契約期間は、令和７年４月１日から令和 12年３月 31日までとする。 

 

（管理運営、遵守事項） 

第３条 乙は、第１条第１項に定める業務内容の範囲内で、常に善良なる管理者の注意をもって管理

運営し、使用場所等の維持保全に努めなければならない。 

２ 乙は、病院内で建物保存上有害な行為、建物管理上支障を来す行為及び甲又は第三者に迷惑をか

ける行為をしてはならない。 

３ 乙は、本契約に定めるもののほか、別記２「一般財団法人新潟県地域医療推進機構 魚沼基幹病  

院入院セット・おむつセット運営業務委託仕様書」（以下「仕様書」という｡）及び甲が別に定め

る病院の管理運営等に関する規則等を遵守しなければならない。 

 

（権利の譲渡等の禁止） 

第４条 乙は、本契約に定める権利を第三者に譲渡し、又は本契約に定める義務を第三者に引き受け

させてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を受けたときは、この限りでない。 

 

（再委託の禁止） 

第５条 乙は、本契約に定める業務を第三者に委託してはならない。ただし、あらかじめ甲の書面に

よる承諾を受けたときは、この限りでない。 

 

（販売価格等） 

第６条 商品の販売価格については、仕様書のとおりとする。 

２ 運営による売上げ収入は、すべて乙に帰属する。 

３ 販売価格を変更する場合は、甲乙協議の上、決定すること。 

  また、乙は利用者へ十分周知を行うこと。 



（管理手数料等） 

第７条 乙は、入院セットの売上実績額（消費税及び地方消費税を除く。）に対して、○○％を乗じて

得た額、おむつセット成人プラン①は○○％を乗じて得た額、おむつセット成人プラン②は○○％

を乗じて得た額、おむつセット小児プラン①は○○％を乗じて得た額、おむつセット小児プラン②

は○○％を乗じて得た額に消費税及び地方消費税相当額を加えた額を管理手数料として甲に支払

うものとする。 

２ 前項に定める額に１円未満の端数が生じたとき、その端数金額は切り捨てるものとする。 

３ 運営開始日又は運営満了日が月の途中となる場合の当該月の管理手数料は、日割り計算によるも

のとする。 

４ 乙は、管理手数料の根拠となる当該月の売上実績額の資料を、翌月 10日までに甲に提出するもの

とする。 

なお、甲は売上実績額を確認するため、乙の関係帳簿等を確認することができるものとする。 

５ 乙は、第１項に定める管理手数料を毎月月末締めで計算し、翌月末日までに甲の指定する金融機

関口座に振込みで支払うものとする。 

なお、振込みに係る手数料は、乙の負担とする。 
 

金融機関、支店名 第四北越銀行 大和支店 

口座種別、口座番号 普通 2042188 

口座名義 ｻﾞｲ)ﾆｲｶﾞﾀｹﾝﾁｲｷｲﾘｮｳｽｲｼﾝｷｺｳ 
 
 

（遅延損害金の徴収） 

第８条 乙は、前条に定める管理手数料を甲の指定する期日までに支払わなかったときは、遅延日数

に応じ、支払うべき管理手数料の額に年５％の割合を乗じて計算した額を遅延損害金として甲に支

払わなければならない。 

 

（経費の負担等） 

第９条 運営に係る経費は、乙で負担する。 

 

（設置場所の立入許可） 

第10条 甲は、乙の従業員又は乙の指定する業者が、商品補充、その他必要と認められた場合は院内

に立ち入ることを認めるものとする。 

 

（実地調査等） 

第11条 甲は、乙による営状況について、調査、報告、又は資料の提出を求めることができる。この

場合において、乙はその調査、報告、又は資料の提出を拒み、若しくは妨げてはならない。 

 

（本契約の解除） 

第12条 甲は、次の各号のいずれかに該当する場合は、本契約を解除することができる。 

（１）乙が第７条に定める管理手数料の支払いを60日以上滞納したとき。 

（２）乙が甲の書面による承諾なく、運営を停止したとき。 

（３）乙が差押え、仮差押え、仮処分、競売、保全処分、滞納処分等の強制執行の申立てを受け、あ

るいは自ら破産、民事再生、会社更生等の申立てをなし、又は手形、小切手の不渡りや銀行取引

停止処分を受けるなど、これに相当する状態に陥ったとき。 



（４）乙が主務官庁から営業禁止又は営業停止処分を受け、自ら廃止、解散等の決議をし、又は事

実上営業を停止したとき。 

（５）乙の信用や資力の著しい低下、乙の信用や資力に影響を及ぼす営業上若しくは組織上の重要

な変更等により、契約を継続しがたい事態になったと甲が認めたとき。 

（６）乙又は乙の従業員等が甲の信用を著しく失墜させる行為をしたとき。 

（７）乙の信用が著しく失墜したと甲が認めるとき。 

（８）乙が故意又は重大な過失により甲に損害を与えたとき。 

（９）乙が本契約の解除を申し出たとき。 

（10）乙が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（乙の役員又はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）

が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第６項に

規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団（以下「暴

力団」という。）若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者であると認めら

れるとき。 

イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用したと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宣を供与する等直接的又

は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

オ 乙が本契約に係る下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手

方がアからエまでのいずれかに該当することを知りながら、その相手方と契約を締結したと

認められるとき。 

カ 乙が本契約に関してアからエまでのいずれかに該当する者を下請契約、資材又は原材料の

購入契約その他の契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く｡）であって、甲

が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従わなかったとき。 

（11）前各号に掲げる場合のほか、乙が本契約の条項及び法令等に違反し、その違反により契約の目

的を達することができないと甲が認めるとき。 

２ 前項第１号及び第２号について、甲が乙に対して改善を指示し、乙が一定期間をもっても改善し

ない場合、甲は本契約を解除することができる。 

３ 前２項の規定による契約の解除により乙が損害を受けた場合であっても、甲はその責めを負わな

いものとする。 

 

（設置場所の明渡し、原状回復） 

第13条 本契約が契約期間の満了、解除その他の事由により終了するとき、乙は本契約が終了するま

でに乙が造作その他一切の物品等を乙の費用をもって撤去し、原状に回復した上で甲に明け渡さな

ければならない。 

２ 前項の原状回復工事及び物品等の撤去を乙が履行しないとき、甲は乙の負担で原状回復工事等を

代行することができるとともに、物品等を任意に処分できるものとする。この場合において、乙は

甲に対して、このために生じた損害の賠償を請求することはできない。 

 

 

 

 



（損害賠償） 

第14条 乙は、本契約に定める義務を履行しないために甲に損害を与えたとき、又は本契約の業務を

遂行するに当たり甲又は第三者に損害を与えたときは、その損害に相当する金額を損害賠償金とし

て甲又は第三者に支払わなければならない。 

 

（免責事項） 

第15条 地震、火災、風水害等の災害及び盗難、偶発事故その他甲の責めに帰することのできない事

由により乙が受けた損害について、甲はその責めを負わないものとする。 

 

（秘密の保持） 

第16条 乙は、本契約の業務に関して知り得た情報を他に漏らしてはならない。本契約が終了し、又

は解除された後も同様とする。 

 

（個人情報の取扱い） 

第17条 乙は、本契約の業務を遂行するための個人情報の取扱いについては、別記１「個人情報取扱

特記事項」を遵守しなければならない。本契約が終了し、又は解除された後も同様とする。 

 

（合意管轄裁判所） 

第18条 本契約に係る訴訟については、甲の所在地を管轄する裁判所をもって合意による専属的管轄

裁判所とする。 

 

（疑義等の決定） 

第19条 本契約について疑義が生じたとき、又は本契約に定めのない事項については、甲乙協議の上、

決定する。 

 

本契約の成立を証するため、本書を電磁的方法により作成のうえ、甲乙合意の後、電子署名を施し、

各自その電磁的記録を保管するものとする。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

新潟県南魚沼市浦佐 4132番地 

甲 一般財団法人新潟県地域医療推進機構 

魚沼基幹病院 

病院長  鈴木 榮一 

 

 

                   

乙  

   


